
真珠のかがやき運営規程 

(事業の目的) 

第１条 社会福祉法人横浜大陽会が開設する真珠のかがやき(以下「事業所」という)が行う

指定小規模多機能型居宅介護の事業(以下「事業」という)の適正な運営を確保するために人

員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の介護職員等が、要介護状態にある高齢者に対

し、適正な指定小規模多機能型居宅介護を提供することを目的とする。 

(基本方針) 

第２条 利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を

営むことができるよう、「通い」、「泊まり」、「訪問」の各サービスを一体的に提供すること

により、利用者の社会的孤立感の解消及び心身機能の維持並びに利用者の家族の身体的精神

的負担の軽減を図る。 

(運営の方針) 

第３条 事業の実施に当たっては、要介護者となった場合においても、利用者がその有す

る能力に応じその居宅において自立した日常生活を営むことができるよう、家庭的な環境

と地域住民との交流の下で、事業所への通いを中心として、利用者の様態や希望に応じて、

随時訪問や宿泊を組み合わせてサービスを提供することにより、利用者の居宅における生

活の継続を支援するものとする。 

２ 事業の実施に当たっては、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、

その目標を設定し、計画的に行うとともに、地域との結びつきを重視し、市町村、地域包

括支援センター、老人介護支援センター、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、他

の地域密着型サービス事業者、その他の保険・医療・福祉サービスを提供する者、住民に

よる自発的な活動によるサービスを含めた地域における様々な取り組みを行う者等と密接

な連携を図り、総合的なサービスの提供に努める。 

３ 事業の実施に当たっては、自らその提供するサービスの質の評価を行い、それらの結

果を公表し、常にその改善を図らなければならない。 

(事業所の名称) 

第４条 本事業所の名称は次のとおりとする。 

真珠のかがやき(以下「事業所」という) 

(事業所の所在地) 

第５条 本事業所の所在地は次のとおりとする。 

神奈川県横浜市南区大岡 5丁目 2 0 番 1 8 号 

 

(職員の職種、員数、及び職務内容) 

第６条 本事業所に勤務する管理者及び従業員の職務内容は次のとおりとする。 

①管理者 1 名(常勤) 

管理者は職員等の管理及び業務の管理を一元的に行う。 
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②介護職員  

１２名以上(常勤２名以上 非常勤１０名以上（うち 1名以上は看護職員) ） 

 介護職員は小規模多機能型居宅介護の提供にあたり、利用者の心身の状況等を的確

に把握し、利用者に対し適切な介助を行う。 

また看護職員は、健康チェック等を行うことにより利用者の健康状態を的確に把握す

るとともに、利用者が各種サービスを利用するために必要な処置を行う。 

③介護支援専門員 1 名以上(常勤) 

介護支援専門員は、利用者及びその家族のニーズを的確に捉え適切な小規模多機能型

居宅介護計画を作成する。また、利用者の満足やニーズに沿ったサービスが提供され

ているか、新たなニーズが発生していないかを訪問等により把握し次の計画に反映し

ていく。 

(営業日及び営業時間) 

第７条 本事業所の営業日及び営業時間は次のとおりとする。 

①営業日 

３６５日とする。 

②営業時間 

２４時間とする。 

③サービス提供時間 

 通いサービス    １０時００分～１６時００分 

 泊まりサービス   １６時００分～１０時００分 

 訪問サービス    ２４時間 

 

(利用定員) 

第８条 本事業所で提供するサービスの登録定員及び 1日あたりの利用定員は次のとおりと

する。 

①登録定員 

２５名とする。 

②通いサービス 

１５名とする。 

  ③泊まりサービス 

    ９名とする。 

④訪問サービス 

登録定員に随時提供する。 

 

(小規模多機能型居宅介護) 

第９条 小規模多機能型居宅介護の内容及び提供方法は次のとおりとする。 

①通いサービス 

日常生活動作能力に応じて必要な介助を行う。 
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ア    排泄の介助 

イ    食事の介助 

ウ 入浴の介助 

エ  移動の介助 

オ 健康状態の確認。また、利用者の身体の活性化を図るための各種サービス(アクテ
ィビティ・サービス)を提供する。 

カ  レクリエーション 

 キ  グループワーク 

ク 行事的活動 

ケ    体操 

コ 趣味活動 

サ 口腔ケア・口腔体操 

②泊まりサービス 

日常生活動作能力に応じて必要な介助を行う。 

ア．排泄の介助 

イ．食事の介助 

ウ．移動の介助 

エ． 健康状態の確認 

オ．ロ腔ケア  

③訪問サービス 

利用者の居宅において、日常生活動作能力に応じて必要な介助および支援を行う。 

ア.身体介護(排泄の介助、食事の介助、更衣介助、外出介助等) 

イ.家事援助(調理配下膳、掃除、洗濯、買い物代行等) 

ウ.安否確認 

２ 小規模多機能型居宅介護の提供方法は、次のとおりとする。 

① 事業所は、小規模多機能型居宅介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又

はその家族に対し、運営規程の概要、従業者等の勤務体制その他利用申込者に資する

と認められる重要事項を記した文書等を交付して説明を行い、当該提供の開始につい

て利用申込者の同意を文書により得ることとする。また、説明においては、懇切丁寧

に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対して理解しやすいように説明を行う。 

②介護支援専門員は、登録者の居宅サービス計画の作成を行う。作成にあたっては、指定

居宅介護支援事業所の介護支援専門員が通常行っている業務を行う。 

③介護支援専門員は、第２号の居宅サービス計画に加えて、利用者の心身の状況、希望及

びその置かれている環境を踏まえて、他の従業者と協議の上、援助の目標、当該目標

を達成するための具体的なサービス内容等を記した小規模多機能型居宅介護計画を作

成するとともに、これを基本としつつ、利用者の日々の様態、希望等を勘案し、随時

適切に通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスを組み合わせた介護を行う。ま

た、作成に当たっては地域における利用者の多様な活動が確保されるものとなるよう

努めるものとする。 
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④介護支援専門員は、小規模多機能型居宅介護計画等の作成に当たっては、その内容につ

いて利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を文書により得なければなら

ない。 

⑤介護支援専門員は、小規模多機能型居宅介護計画等の作成後においても、常に小規模多

機能型居宅介護計画等の実施状況及び利用者の様態の変化等の把握を行い、必要に応

じて小規模多機能型居宅介護計画等の変更を行う。 

⑥第２号から第４号までの規定は、前号に規定する小規模多機能型居宅介護計画等の変更

について準用する。 

⑦サービスの提供に当たっては、小規模多機能型居宅介護計画等に基づき、漫然かつ画一

的にならないよう、利用者の心身の状況に応じ、利用者がその自主性を保ち、意欲的

に日々の生活を送ることが出来るように、機能訓練及び必要な援助を行う。その際、

利用者の人格に十分に配慮しなければならない。 

⑧サービス提供に当たっては、良好な人間関係に基づく家庭的な生活環境の中で日常生活

が送れるようにすることに配慮し、事業所における利用者の食事その他の家事等は、

可能な限り利用者と従業者が共同で行うよう努めるものとする。 

(短期利用居宅介護) 

第１０条 本事業所は、利用者の状態や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支援事

業所の介護支援専門員が、緊急に利用することが必要と認めた場合であって、本事業所の介

護支援専門員が、本事業所の登録者に対する指定小規模多機能型居宅介護の提供に支障がな

いと認めた場合に、登録定員の範囲内で、空いている宿泊室等を利用し、短期間の指定小規

模多機能型居宅介護(以下「短期利用居宅介護」という)を提供する。 

２ 短期利用居宅介護の利用は、あらかじめ 7 日以内(利用者の日常生活上の世話を行う家

族等が疾病等やむを得ない事情がある場合は 1 4 日以内)の利用期間を定めるものとする。 

３ 短期利用居宅介護の利用に当たっては、利用者を担当する居宅介護支援専門員が作成す

る居宅サービス計画の内容に沿い、本事業所の介護支援専門員が小規模多機能型居宅介護計

画を作成することとし、当該小規模多機能型居宅介護計画にしたがいサービスを提供する。 
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(小規模多機能型居宅介護・短期利用居宅介護の利用料) 

第１１条本事業所が提供する指定小規模多機能型居宅介護・短期利用居宅介護の利用料は、

介護報酬の告示上の額とする。ただし、次に掲げる項目については別に利用者から支払い受

ける。 

①介護報酬に係る利用負担金(費用全体の 1割・2割・3割) 

小規模多機能型居宅介護 料金表 

区

分 

金額（単位） 1 割負担 2 割負担 3 割負担 内容説明 

基

本

額 

要介護１（１０４５８） １１，３７９円 ２２，７５７円 ３４，１３５円 1 か月あたりの負担額。月途中

からの利用の場合は日割計算と

なる。 
要介護２（１５３７０） １６，７２３円 ３３，４４５円 ５０，１６８円 

要介護３（２２３５９） ２４，３２４円 ４８，６５３円 ７２，９８０円 

要介護４（２４６７７） ２６，８４９円 ５３，６９７円 ８０，５４６円 

要介護５（２７２０９） ２９，６０４円 ５９，２０７円 ８８，８１０円 

加

算

額 

初期加算     （３０） ３３円 ６６円 ９８円 登録日から起算して３０日以内

の期間について、1 日当たりに

加算する額。 

 認知症加算（Ⅱ）（８９０） 

認知症加算（Ⅳ）（４６０） 
９６９円 

５０１円 

１９３７円 

１００１円 

２９０５円 

１５０２円 

毎月、加算する額 

（Ⅱ）認知症日常生活自立度Ⅲ

以上 

（Ⅳ）認知症日常生活度Ⅱ＋要

介護２ 

 訪問体制強化加算 

  （１０００） 

１，０８８円 ２，１７６円 ３，２６４円 毎月 

 総合マネジメント体制 

強化加算(Ⅰ)(１２００） 

１，３０６円 ２，６１２円 ３，９１７円 毎月 

 サービス提供体制強化加

算（Ⅱ）    （６４０） 

６９７円 １，３９３円 ２，０８９円 毎月 

 若年性認知症受入加算    

（８００） 

８７１円 １，７４１円 ２，６１２円 毎月 

 科学的介護推進体制加算 

       （４０） 

４４円 ８７円 １３１円 毎月 

 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） サービス別の基本サービス費に各種加算を加えた一月あたりの

総単位数に加算率を乗じた単位数（総単位×10,88×0.102） 

 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） サービス別の基本サービス費に各種加算を加えた一月あたりの

総単位数に加算率を乗じた単位数 

（総単位（介護職員処遇改善加算は除く）×10,88×0.015） 

 介護職員等ベースアップ支援加算 サービス別の基本サービス費に各種加算を加えた一月あたりの

総単位数に加算率を乗じた単位数 

（総単位（上記改善加算は除く）×10,88×0.017） 

短期利用居宅介護(一日につき) 

区分 金額（単位） 1 割負担 2 割負担 3 割負担 内容説明 

基本額 要介護１（５７２） ６２３円 １，２４５円 １，８６７円 一日当たりの負担額 

要介護２（６４０） ６９７円 １，３９３円 ２，０８９円 

要介護３（７０９） ７７２円 １，５４３円 ２，３１４円 

要介護４（７７７） ８４６円 １，６９１円 ２，５３６円 

要介護５（８４３） ９１８円 １，８３５円 ２，７５２円 
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加算額 サービス体制強化加

算Ⅱイ  （２１） 

２３円 ４６円 ６９円 一日当たりの負担額 

 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） サービス別の基本サービス費に各種加算を加えた一月あたりの総

単位数に加算率を乗じた単位数（総単位×10,88×0.102） 

 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） サービス別の基本サービス費に各種加算を加えた一月あたりの総

単位数に加算率を乗じた単位数 

（総単位（介護職員処遇改善加算は除く）×10,88×0.015） 

 介護職員等ベースアップ支援加算 サービス別の基本サービス費に各種加算を加えた一月あたりの総

単位数に加算率を乗じた単位数 

（総単位（上記改善加算は除く）×10,88×0.017） 

②運営基準(厚生省令)で定められた「その他の費用」(全額、自己負担) 

区分 金額(単位)  内容説明 

宿泊料 1 泊 4 , 0 0 0円  

食費 朝食 

昼 食(お や つ 含) 

夕食 

4 0 0 円 

8 0 0 円 

8 0 0 円 

(おやつ代 100 円込) 

オムツ代 リハビリバンツ型

パッド型 

1 0 0 円 

  5 0 円 

利用者の希望によって提供した場合 

※個人都合によるキャンセル料は実費分いただくことがあります。(体調不良、入院等は除く) 

③通常のサービス提供の範囲を超える保険外の費用(全額、自己負担) 

区分 金額(単位)  内容説明 

クラブ利用料(材料代等) 料 料理クラブ 1 回 2 0 0 円 当日参加され、召し上がった場合 

行楽  実費 利用者の希望により参加した場合 

(注) ③は①および②で定められている内容以外のサービス提供を受けた場合、または制度

上の支給限度額を超えてサービス提供を受けた場合に要する費用。 

④前各号に掲げるものの他、小規模多機能型居宅介護のなかで提供されるサービスのうち、

日常生活においても通常必要となるものにかかる費用で、利用者が負担することが適当と

認められる費用は実費とする。 

⑤前項の費用の支払を含むサービスを提供する際には、事前に利用者又はその家族に対し

て必要な資料を掲示し、当該サービスの内容及び費用を説明したうえで利用者の同意を得

る。また、併せてその支払に同意する旨の文書に署名(記名押印)を受ける。 

⑥利用料の支払は、現金又は銀行口座振替により、指定期日までに受ける。 

(通常の事業の実施地域) 

第１２条 通常の事業の実施区域は次のとおりとする。 

横浜市南区、港南区、磯子区 
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(サービス提供記録の記載) 

第１３条 指定小規模多機能型居宅介護を提供した際には、その提供日及び内容、当該指

定小規模多機能型居宅介護について、利用者に代わって支払を受ける介護報酬の額、その

他必要な記録を所定の書面に記載する。 

(秘密保持) 

第１４条 本事業所の従業者は、業務上知りえた利用者又はその家族の秘密保持を厳守する。 

２ 従業員であった者が、業務上知りえた利用者又はその家族の秘密を漏らすことのない

よう、必要な措置を講じる。 

 

(苦情処理) 

第１５条 提供した指定小規模多機能型居宅介護に関する利用者からの苦情に対して、迅速

かつ適切に対応するため、受付窓口の設置、事実関係の調査の実施、改善措置、利用者又は

家族に対する説明、記録の整備その他必要な措置を講じる。 

事業所は、自らが提供したサービスに関し、介護保険法の規定により市町村が行う文書その

他の物件の提出もしくは提示の求め又は該当市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、

および利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又

は助言を受けた場合においては、該当指導又は助言に従って行う。 

(損害賠償) 

第１６条 利用者に対する小規模多機能型居宅介護の提供により賠償すべき事故が発生した

場合には、損害賠償を速やかに行う。 

(衛生管理) 

第１７条 小規模多機能型居宅介護に使用する備品等を清潔に保持し、定期的な消毒を施す

等常に衛生管理に十分留意するものとする。 

２ 事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講じる。 

① 事業所における感染症の予防及びまん延の防止にための対策を検討する委員会をお     

おむね６月に 1回以上開催するとともに、その結果について、従業員に周知徹底を図る。 

② 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

③ 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓

練を定期的に実施する。 

 

(緊急時に於ける対応方法) 

第１８条 小規模多機能型居宅介護の提供中に利用者の心身の状況に異変その他の緊急事

態が生じたときは、速やかに主治医或いは協力医療機関、家族等に連絡し、適切な措置を

講ずるとともに管理者に報告する。 

(非常災害対策) 

第１９条 当法人の非常災害対策について、必要な事項を定め、火災災害時の人命安全確保

並びに被害の極限防止を図る。 

①消防計画の策定及び変更 
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②消火、通報、避難誘導訓練の計画と実施 

③消防用設備の点検と監督指導 

④火気の使用又は取り扱いに関する指導 

⑤サービス利用者の把握と安全管理 

⑥管理権限者に対する助言及び報告 

⑦その他防火管理上必要な業務 

⑧非常災害に備え、年 2回以上の避難訓練 

(地域との連携等) 

第２０条 事業所は、横浜市地域密着型サービス事業所における運営推進会議設置運営要領

に基づき、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、事業所が所在する市町村の職員又

は事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援センターの職員、小規模多機能型居宅介

護について知見を有する者等により構成される協議会(以下「運営推進会議」という)を設

置し、運営を行う。 

２ 運営推進会議は、おおむね2か月に1回以上開催し、通い、訪問、宿泊サービスの提供

回数等の活動状況を報告し、評価を受けるとともに、必要な要望、助言等を聴く機会とす

る。 

３ 事業所は、1 年に 1 回以上、サービスの改善及び質の向上を目的として、自ら提供す

るサービスについて評価・点検(自己評価)を行うとともに、当該自己評価結果について、

運営推進会議において第三者の観点からサービスの評価(外部評価)を行う。 

 

(利用にあたっての留意事項) 

第２１条 利用にあたり、次の各項に該当する者については、利用を断る事ができる。 

①酒気を帯びての利用 

②バイタルチェックの結果、利用不可と判断された者 

③他者に迷惑をかけるおそれのある者 

④その他、事業所の利用にふさわしくないと判断した者 

 

(虐待防止に関する事項) 

第２２条 事業所は、利用者の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するため次の措

置を講じるものとする。 

① 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果に

ついて従業者に周知徹底を図る。 

② 虐待防止のための指針の整備 

③ 人権の擁護・虐待の防止のための従業者に対する研修の実地 

④ 虐待防止担当者の設置  

⑤ 利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備 

⑥ その他虐待防止のために必要な措置 

２ 事業所は、サービス提供中に、該当事業所従業者又は擁護者(利用者の家族等高齢者を

現に擁護する者)による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこ

れを市町村に通報するものとする。 
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(身体的拘束等) 

第２３条 事業所は、小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利

用者の行動を制限する行為(以下「身体的拘束等」という)を行ってはならない。 

２ 事業所は、緊急やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由(以下「身体的拘束等の態様等」とい

う)を記録しなければならない。 

３ 事業所は、身体的拘束等を行う場合には、事前に、当該利用者又はその家族に、身体的

拘束等の態様等を説明しなければならない。ただし、やむを得ない事情により事前に当該

説明をすることが困難な場合は、この限りでない。 

４ 事業所は、前項ただし書の規定により事前に説明を行わなかった場合には、当該身体

的拘束等を行った後速やかに、当該利用者又はその家族に、身体的拘束等の態様等を説明

しなければならない。 

 

 (業務継続計画の策定等) 

第２４条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定小規模多

機能型居宅介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を

図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必

要な措置を講じるものとする。 

２ 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び

訓練を定期的に実施するものとする。 

３ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更

を行うものとする。 

 

(その他運営についての留意事項) 

第２５条 

従業員の質的向上を図るため、次のとおり研修の機会を設ける。 

①採用時研修 採用後 1ヶ月以内 

②継続研修  随時 

２ 事業者はこの事業を行うため、ケース記録、利用者負担金収入簿、その他必要な記録、

帳簿を整備し、保管する。 

第２６条 この規程に定める事項の他、運営に関する重要事項は法人と管理者との協議に基

づいて定めるものとする。 

この規程は、平成 1 8 年 4 月 1日より施行する。 

この規程は、平成 2 5 年 9 月 1日より施行する。 

この規程は、平成 2 6 年 4 月 1日より施行する。 

この規程は、平成 2 7 年 5 月 1日より施行する。 

この規程は、平成 2 8 年 1 月 1日より施行する。 

この規程は、平成 2 8 年 4 月 1日より施行する。 
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この規程は、平成 2 8 年 7 月 1日より施行する。 

この規程は、平成 2 9 年 4 月 1日より施行する。 

この規程は、平成 2 9 年 8 月 1日より施行する。 

この規程は、平成 3 0 年 4 月 1日より施行する。 

この規程は、平成 3 0 年 8 月 1日より施行する。 

この規程は、平成 3 1 年 4 月 1日より施行する。 

この規程は、令和元年 8月 1日より施行する。 

この規程は、令和元年 1 0 月 1 日より施行する。 

この規定は、令和 4年 8月 2 5 日より施行する。 

この規定は、令和 5年 8月 1日より施行する。 

この規定は、令和 6年 1月 1日より施行する。 

この規定は、令和 6年 4月 1日より施行する。 



 

 


